沖縄イメージの比較研究 by 大城 冝武
はじめに
　 第二次世界大戦後の戦後処理の一環として 「サンフランシスコ講和条約」 が１９５１年に
締結され、 １９５２年４月２８日発効した。 この条約第３条により、 沖縄はその施政権が日
本国から米国に譲渡された。 その後、 沖縄において 「祖国復帰」 または 「日本復帰」
と称される 「復帰運動」 が展開された。 １９７２年５月１５日をもって、 沖縄の施政権は米
国から日本国に返還された。 施政権返還をめぐって沖縄では社会不安が沸き起こった。
　 この 「復帰不安」 の現状を把握するべく琉球大学心理学研究室は不安内容を反戦平和、
自治確立、 人権尊重の３本柱に設定し、 政治、 経済、 文化、 社会の脈略と関連させ、
さらにこれらの事柄が日本、 米国、 沖縄内部の何に起因するかについて研究枠組みを
構成しアンケート調査を実施している （与那嶺松助、 他 1981）。
　 沖縄県の政治的、経済的、社会的、文化的現状のイメージについて、しばしば 「温度差」
があるとマスコミで報じられ、 人口に膾炙している。 「温度差」 とはある事柄に対する認知

















②　 Ｂグループの沖縄社会認知はＤアンカーグループに接近 （同調） するだろう。
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方　法
①　調査対象 ： 沖縄県内外の大学生男女 1152 人。 地域間移動が比較的に把握しやす
　　 い学生を対象にした。
   
   
   
   
②　測定具 ： 与那嶺松助、 他 （1981）、 中村、 他 （2005） を参考に３５設問で構成さ　
　　 れる５段階尺度を設定した。 5 段階は 「そう思う―まあそう思う―どちらともいえない― 
　　 まあそう思わない―そう思わない」 とした。 　統計分析では 「そう思う―まあそう思う」
　　 を 「思う」 に、 「どちらともいえない」 はそのまま、 「まあそう思わない―そう思わない」
　　 を 「思わない」、 に編成しなおした。
③　調査の実施 ： 2012 年 9 月から 11 月。
④　手続き：心理学関係の講義の受講生を対象に授業終了後集団法で実施した。 ただし、
　　 「沖縄県内出身 ・ 沖縄県外居住」 のＢグループについては人数を確保するために
　　  WEB 調査を併用した。 調査委託先 ： 株式会社　クロス ・ マーケティング




クロス表には各グループ別の反応者の度数 （実数） とその比率、 および比率の同質性
を確認するために調整済み残差を掲げた。 残差が 1.96 より大きいか ‐ 1.96 より小さけれ
ば有意に差異が生じていることを意味する。 プラスであれば理論値より有意に頻度が高い
こと、 マイナスであれば有意に頻度が低いことを意味する。 欄外にカイ二乗値と自由度
そして有意確率 （ｐ） を掲げた。 ここではｐが .05 より小さければ各設問に対するグルー
プ間の反応比率が異なることを意味する。 すなわち、 グループ間に 「温度差」 があるこ
とになる。 附表 1 で示すように、 カイ二乗検定の結果有意となった項目は全 35 設問中
33項目であった。有意とならなかった2項目はＶ16とＶ26であった。なお、記入漏れのため、
設問ごとの合計値は 1152 にならない。
グループ A とグループＤに着目し、 かつ、 「思う」、 「思わない」 について次のような組
み合わせを考える。
パターン①　   　　パターン②
　　　　　　　 Ａ　　　　Ｄ　　　　　　　　　　　　          Ａ　　　　Ｄ
思う　　　　 　+　　　　－　　　　　　       思う　　　　 －　　　　+














　 パターン①に属する設問はつぎの 18 項目であった。Ｖ1、Ｖ2、Ｖ3、Ｖ8、Ｖ9、Ｖ10、Ｖ
12、Ｖ13、Ｖ14、Ｖ15、Ｖ18、Ｖ21、Ｖ24、Ｖ27、Ｖ29、Ｖ30、Ｖ32、Ｖ35。
　 パターン②に属する設問は、Ｖ19 とＶ22 の 2 項目であった。
　 以上の 20 設問以外に　「思う」 のみのカテゴリーに着目した場合 「Ａ+Ｄ－」 のパター
ンで有意になる項目がＶ5、Ｖ6、Ｖ7、Ｖ31 と 4 項目ある。 同じく 「思う」 のみのカテゴリー
で 「Ａ－Ｄ+　」 のパターンで有意となる項目はなかった。 「思わない」 のみのカテゴリー
に着目した場合 「Ａ+Ｄ－」 のパターンで有意となる項目は、Ｖ11、Ｖ23、Ｖ34 の 3 項目で
あった。 「思わない」 のカテゴリーで 「Ａ－Ｄ+」 のパターンで有意となった項目はＶ4、Ｖ





　 Ｖ1　 将来、 日本政府は沖縄を再び外国の施政権下に置く可能性がある。
1952 年発効のサンフランシスコ講和条約第 3 条によって米国の施政権下に置かれた沖縄
県は、 1972 年の米国から日本国への 「施政権返還」 後も日本政府に対する警戒感な
いし不信感が残っているのであろう。 ただし、 そう思うのはＡグループで 24％であり、 過
半数はそうは 「思わない」。
　 Ｖ2 　沖縄の人が沖縄語 （ウチナーグチ、 沖縄方言） を使うと、 他府県の人はそれを
軽蔑的な目で見る。
　 1879 （明治 12） 年の 「琉球藩」 の廃藩置県により、「日本語」 教育政策が強化され、色々
な事情はあるが沖縄語 （方言） 撲滅運動が起こり、 「方言札」 など琉球語に対する否定
的な社会状況が醸成された。 現今、 生活語としての 「琉球語」 は消滅の危機に直面し
ている。 「軽蔑的に見る」 と思う者はＡグループでも 8％ほどである。 しかし、Ｄグループ
の２％よりはるかに高い比率であり、 「方言コンプレックス」 が払拭されていないことが推察
される。
　 Ｖ3 　日本の大企業は、 次第に軍事産業に手を伸ばしつつある。
　 全般的には 「思わない」 比率の方が 「思う」 比率より高い。 日本の軍需産業につい
ては話題なることはあまりないので、積極的に 「思う」 比率が低いのであろう。 本来なら 「ど
ちらともいえない」 の比率が高くなるものなのかもしれない。
　 Ｖ8　 米国の軍事基地があるために、 沖縄は国際紛争に巻き込まれる可能性が高い。
全般的には 「国際紛争に巻き込まれる可能性」 はどのグループでも高いと認知されている。
ＡグループとＢグループではその傾向が顕著になっている。
　 Ｖ9　 沖縄語 （ウチナーグチ、 沖縄方言） は保護 ・ 奨励すべきである。
　 沖縄語の保護 ・ 奨励については全般的に 「思う」 比率は高い。 とりわけＡグループと
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グループＢで、 その比率は高くなっている。
　 Ｖ10　沖縄出身者が本土で働く場合、 （生活習慣や生活様式がちがうために） 肩身の
狭い思いをしている。
　 「肩身の狭い」思いをするのはＡグループとＤグループでは 10 ポイントの差、「思わない」
の比率もその差は 10 ポイントある。 イメージに 「温度差」 があるのである。
　 Ｖ12　 戦後米軍援助による米国留学の制度は、 今日の沖縄の文化的 ・ 社会的発展に
貢献した。
　 米国留学制度は 1949 年から 1972 年の間に支給された奨学金の件数は 1110 件、 博
士号取得者 28 人、 学士号 155 人の人材を輩出している （宮城悦二郎 1983,927 頁参照
のこと）。 「思う」 の比率は、ＡグループがＤグループより 30 ポイントほど高い。
　 Ｖ13　 沖縄住民には、 沖縄はつまらないところで、 自分たちは弱いものだと考えている
人が多い。
　 沖縄人の 「劣等意識」 について A グループの若い人たちはもはや払拭したようである。
しかし未だ 16％ほどが 「思う」 とわだかまりがある。Ｄグループではほとんど問題にしてい
ない。 「思わない」 比率が 81％に達している。
　 Ｖ14　 沖縄県は、 日本から独立した方がよい。
　 1879 （明治 12） 年の 「琉球処分」 からサンフランシスコ講和条約による米国への施政
権移譲や 1972 年の施政権返還の歴史の中で、 日本と沖縄の間には政治的社会的葛藤
が存在する。 現今沖縄の「自己決定権」論議など「日米同盟」の狭間で沖縄の自治・自立、
独立の機運が顕在化している。 「思う」 比率はＡグループで 10％であるが、Ｄグループで
は 2％である。 「思わない」 はＡグループで 66％であるが、この値は理論値より有意に低い。
消極的に「独立」志向が伏在しているかもしれない。Ｄグループでは「思わない」が 90％あり、
「温度差」 が顕著である。
　 Ｖ15　 米軍基地関連収入は、 沖縄経済に大きな比重を占めている。
　 1972 年の米国から日本国への沖縄の施政権返還時の米軍基地関連の収入は全体の
15％を占めていたが、 その後産業や流通、 観光事業などの進展で現在はほぼ 5％以内
である。 （沖縄県のホームページを参照のこと）。Ａグループで 「思う」 比率は 66％となっ
て事実と逆の理解むしろ誤解がある。 これに何が起因するのか究明が必要である。Ｄグ
ループでは 49％が 「思う」 としている。 これについても誤解を解く必要がある。
　 Ｖ18　 二七年間にわたる米国の統治によって、 沖縄の人々の生活様式は、 かなり米
国化している。
　 実質的には 1945 年からの連合軍 （主体は米軍） の占領から始まって 1952 年のサン







　 Ｖ21　 沖縄県外者が沖縄の人を結婚の相手として選ぶ場合に、 沖縄の人であるという
理由で反対されやすい。
社会文化的に日本 （本土） と沖縄の間には 「差別－偏見」 問題が横たわっているのか
もしれない。 沖縄人差別として沖縄県民感情を刺激した明治期における 「人類館事件」
が想起されるだろう （大田良博、 1983,506 頁参照のこと）。 「思う」 者はほとんどいない
（6％）。
　 「思わない」 のはＡグループで 66％、Ｄグループで 86％であり、 差異が認められる。Ａ
グループには、 何かしらわだかまりがある、 と考えられる。
　 Ｖ24　 沖縄の米軍基地は各都道府県に分散する必要がある。








　 現在の日米関係の中軸は日米同盟だとされる。 その基盤は日米安保条約である。 日
本の安全は米国によって守られている、 との風潮である。 「思う」 「思わない」 のＡグルー
プとＤグループの比率は逆になっている。Ａグループは否定的であり、Ｄグループは肯定
的である。
　 Ｖ29　 米国は、 沖縄の基地を自由に使って、 外国を攻撃してきた。
　 歴史的事実としては、 米軍はベトナム戦争、 湾岸戦争時に沖縄基地から出撃している。
大まかには学生たちは 「どちらともいえない」 （46％） としている。 なお、Ａグループ （34％）
はＤグループ （16％） の倍以上の比率で 「思う」 としている。
　 Ｖ30　 沖縄の人々は何か問題 （災難や病気など） が起こると、ユタ （巫女・シャーマン）
に相談することが多い。
　 「ユタ」 の民俗社会的な理解が問題となるだろう。 「ユタ」 とは神がかり状態で霊的能
力を得て、 託宣、 卜占、 病気治療などを行う呪術・宗教的職能者 （加藤、 1983） であり、
個人や家庭に心配事があるとき解決指針を求めてユタを訪れる。 主婦層を中心とする行
動様式を 「ユタコーヤー」 と称する。 （加藤、 1983）。Ａグループでは 「思う」 が 55％、
Ｄグループで 6％である。Ｄグループでは 44％が 「どちらともいえない」 としているが、「分
からない」 から 「どちらともいえない」 としているかもしれない。Ｃグループでは 「思う」 が
27％となっており、 沖縄で暮らすことがその認知に影響しているかもしれない。
　 Ｖ32　 日本政府の米軍事基地優先政策は、 沖縄住民の人権侵害を引き起こしている。
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全体的に人権侵害を引き起こしている、と 「思う」 （59％） としている。 その中でのＡグルー
プがより 「思う」 としている。Ｃグループ、Ｄグループでも 50％以上が 「思う」 としているので、
米軍基地優先政策の見直しが喫緊の課題と認知していることになるだろう。
　 Ｖ35　 今後ますます、 国土防衛、 戦争肯定の教育が強調されるおそれがある。






　 Ｖ19　 沖縄の中小企業や業者は、 本土系企業や商人と対等に競争している。
　 Ａグループの 「思わない」 比率 （60％） はＤグループの比率 （33％） の約 2 倍 （60％）
に達している。 「温度差」 が認められる。
　 Ｖ22　日本政府は、 沖縄における米軍基地に関わる事件、 事故、 犯罪の処理に対し
て適切に対応している。
　 全般的には適切に対処していない （74％） ようである。 特にＡグループでは 83％が 「思




　 Ｖ5　 沖縄県民は、 米軍基地負担状況について、 もっと強く主張すべきである。
　 全体的には 50％が 「思う」 としている。Ｃ、Ｄグループは 40％である。 一方Ａ、Ｂグルー




　 この設問に対しては 「どちらでもない」 の比率が高く、 「思う」 比率がＤグループよりＡ
グループの方が高いのは、 補助金等の制度があることによるのだろうか。 「温度差」 が認
められる。
　 Ｖ7　 沖縄の人々は県外者よりも戦争の危険に対して敏感である。
　 戦時中は日本本土と沖縄といわず、 同じように辛酸を舐めたものと推察される。 しかし
沖縄県では地上戦が戦われ、 敵兵士に追われ塗炭の苦しみを味わったことが今に続い







縄県にも布かれた。 年金制度や健康保険制度が整うのにつれて、 経済的、 医療的に
恩恵を受けることができるようになった。ＡグループとＤグループの差異が認められる。Ｂグ
ループで 「思わない」 の比率が 34％あり、沖縄県外からの視点では、諸手を挙げて 「思う」




　 Ｖ11 　日本政府は、 沖縄の人々の生活を安定させ、 差別をなくすように努力している。




　 Ｖ23　 本土企業の沖縄進出は、 沖縄の経済の発展に役立っている。
　本土企業の沖縄進出を歓迎する結果である。Ａグループの 「思わない」 比率は 16％と
高くはないが、Ｄグループの 8％の 2 倍の比率で、 「温度差」 が表れている。
　 Ｖ34　日本政府は、 沖縄の企業を保護育成している。
　 日本政府の沖縄企業施策を肯定するものは少ない。 否定的反応はＡグループで 47％、
Ｄグループで 31％となっており、 「温度差」 が認められる。
　2.　5　ＡグループとＤグループの「思わない」が－+ のパターンの項目について
検討する。








率は理論値より有意に低く （－2.0）、Ｄグループは有意に高い （+2.2）。 「温度差」 が認
められる。
　 Ｖ20　 米国は、 民主主義を守る名目で戦争を始めがちである。
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　 一般に、 米国は民主主義の国だ、 と思われているだろう。 世界に民主主義を普及す
る使命感に溢れているかのように中国やその他の国に対して民主主義や人権尊重を主張
している。 米国のそのような行動に対してＡグループの「思わない」比率（13％）はＤグルー
プの 23％よりも低い。Ｂグループの 「思う」 比率は最も高くなっている。
　 Ｖ25　 米国の経済は、 軍事産業によって支えられている面が大きい。
　 米国の国家歳出に占める軍事予算は 30％を超える （2000 年）、 国防予算は 2800 億
ドル （2000 年） を超える （広瀬、 2001 年、 による）。 軍需品のすそ野は広い。 武器弾
薬は言うまでもなく、 軍装備品、 医薬品、 糧食、 日用雑貨、 もちろん人件費等、 ほと
んどが使いきりである。 武器弾薬は輸出品でもあるが、 政府調達 （納入） 品なので大き
な利益が見込まれる。 イメージとしては米国経済が軍事産業に支えられているとするのは
自然であろう。Ａグループでは 「思う」 の比率が理論値より有意に高く （+2.2）、「思わない」






プ、⑥ＣグループとＤグループ、 の 6 ペアについて行った。 統計分析はノンパラメトリック
法の Kraskal-Wallis 検定を行った。 比較が 6 回行われたのでペアごとの有意水準は 6
倍にして検討した。α＝.05 とした。 （附表 2 を参照）









③　ＡグループとＤグループ ： アンカーグループ間の比較である。 有意差が検出された　
　　のは 27 項目であった。 有意とならなかった項目は、Ｖ16 沖縄に駐留する米国の軍人
　　は沖縄住民を劣等な人間と考えている （ｐ＝.088）、Ｖ20 米国は民主主義を名目に戦
　　争する （ｐ＝.073）、Ｖ28 若い世代の戦争意識、Ｖ31 日本政府は沖縄人を救済した、　






　　いが有意にならなかったのは 22 項目であった。 ほとんどの項目で認知に大きな差異　
　　のないことが分かる。 有意となった項目は、Ｖ7 沖縄人は戦争の危険に敏感、Ｖ9 沖縄
　　語は保護奨励、Ｖ10 生活習慣の違いで肩身の狭い思い、Ｖ14 沖縄は独立すべき、Ｖ　
　　20 米国は民主主義を名目に戦争する、Ｖ34 政府は沖縄の企業を保護育成している、
　　Ｖ35 国土防衛教育が強調される、 の 7 項目であった。 これらの項目でｈａ「温度差」　
　　が認められた。
⑤　ＢグループとＤグループ ： 沖縄県外で暮らす沖縄出身大学生の沖縄イメージが異郷　
　　の学生たちに同調するかが検討された。 20 項目で違いが有意になった （p<.05）。 有
　　意水準を p<.10 とすれば 23 項目になる。Ｂグループの沖縄認知はＤグループに接近　
　　することはほとんどない、 という結果である。
⑥　ＣグループとＤグループ ： 沖縄県外グループ出身者内での居住地の違いで、 認知に
　　違いがあるかを検討する。 概括的な分析で有意となったのは 31 項目あったが、 多重





　 交差アンカーとは、 自らの出自と相対するアンカー ・ グループである。Ｂグループに対
してはＤグループ、 C グループに対してはＡグループである。 自らのアンカーからは有意
に離脱し、 交差アンカーに同調する場合は認知の変容が生じていることが示唆されるだ
ろう。
　 Ｂグループについては、 認知の変容を示す項目は認められなかった。 一方Ｃグループ





　 沖縄問題では、 米軍基地問題がしばしば取り沙汰にされる。 基地にかかわる項目に
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　 ①　米軍基地と人権 （Ｖ32）
　 図 1 は日本政府の米軍基地優先政策が、 沖縄住民の人権侵害に関してどのように認
知されているかを示している。 横軸 （次元１） は、 設問に対する肯定 / 否定の態度を明
らかにしている。 グループの並びは肯定する （マイナス側） から否定する側にＡ→Ｂ→Ｃ
→Ｄとなっている。 プラス側は否定するというより 「どちらともいえない」 スタンスである。
沖縄県出身者は肯定的であり、 県の内外どちらに居住していてもほぼ同一のイメージを




　 図 2 は、 沖縄の米軍施設設備 （米軍基地） を県外に移転することを問う設問への回
答を分類したものである。 次元 1 は回答カテゴリーの軸である。 日本国に配備された米
軍基地 （施設 ・ 設備） の約 74％が沖縄に配置されている。 過重な米軍基地を再配置
することに対して、 沖縄出身者は居住の違いにもかわらず県外分散を求めていることがわ
かる。Ｄグループは沖縄県外配置を 「思わない」 とする。 明白に 「温度差」 が露出している。
なお、 県外者のＣグループはアンカーグループのＤグループからいくらか距離のあること
が分かる。 回答カテゴリーとしては 「どちらともいえない」 というスタンスである。 グルー
プ間に 「温度差」 があることを示している。 　　　
　 ③　米軍基地に関わる事件事故の処理 （Ｖ22）
　 図 3 は、 米軍基地にかかわる事件事故の処理の適切さを問う分類結果である。





　 図４は、 米国の軍事基地があるため国際紛争に巻き込まれる不安を捉えている。 横軸
（次元 1） は回答カテゴリーを、 思う→どちらともいえない→思わない、 に配置している。
Ｄグループは思わない方向へ、Ｃグループはどちらともいえない、Ａグループは思うと近接
している。ＢグループはＡグループよりも、 より 「思う」 度合いが強い。
　 ⑤　米軍基地と経済 （Ｖ15）
　 図 5 は米軍基地と基地経済に関するイメージを捉えている。 縦軸は回答カテゴリーを
下から上へ思わない→どちらともいえない→思うに配置している。 米軍基地は基地経済に
大きな比重を占めている、 と考えるのがほとんどである。 その思いはＢグループで顕著で














を実施した。 沖縄イメージに地域間差があるかを検討した。 調査協力者を、Ａ： 沖縄出
身で沖縄居住者、Ｂ： 沖縄出身で沖縄県外居住者、Ｃ： 沖縄県外出身者で沖縄県内居住
者、Ｄ： 沖縄県外出身者で沖縄県外居住者に分類し、 これら 4 者間の沖縄イメージに差
異（温度差）があるか検討した。 カイ二乗検定の結果は 35 設問中 33 設問で有意となった。
つまり四者の沖縄イメージ間に差異があることが明らかになった。 特にＡとＤ間にイメージ





ので、 「事実」 を正しく伝える必要がある、 と考える。







『南島文化』 第 38 号
　　　することがほとんどない。 リサーチ ・ クエスチョン②は支持されない。
　③　C グループとＤグループ間では有意差が生じた項目が三分の一ほどあり、 比率の同
　　　一性の保持が否定される場合がある。 リサーチ ・ クエスチョン③は一部支持された、
　　　と考える。
　　　　 今回の調査研究は大学生を調査対象としたもので、 地域間差を中心に検討した。







　　中村　完、 他 （編著） 2005 『復帰後沖縄における社会不安に関する継続的研究』
　　　　　琉球大学社会不安研究会
　　宮城悦二郎　1983　「金門クラブ」　『沖縄大百科事典』 下　沖縄タイムス社　p.927
　　沖縄百科事典刊行事務局 （編） 1983 『沖縄大百科事典』 上、 中、 下　沖縄タイム
　　　　　ス社
　　大城冝武、 中村　完、 與久田　巌　2014 「マジョリティの中のマイノリティ、 マイノリティ
　　　　　の中のマジョリティ」　『沖縄心理学研究』 第 37 号 pp.10-11.




eizai.html （沖縄県のホームページ、 基地経済への依存度は、 昭和 47 年の復帰直後
の 15.5％から平成 23 年度には 4.9％と大幅に低下しています。）
　［付記］
　 本研究を実施するにあたり、 川浦康至先生 （東京経済大学）、 高良美樹先生 （琉球
大学）、山本健司先生 （名桜大学）、緒方修先生 （沖縄大学）、須藤義人先生 （沖縄大学）、
金永秀先生 （沖縄キリスト教学院大学）、 浜川仁先生 （沖縄キリスト教学院大学）、 （井
上佳郎先生 （九州大学）、 大嶺和歌子先生 （琉球大学）、 識名昇様 （南灯寮）、 新里
健先生 （沖縄県立芸術大学） よりご協力をいただきました。 記して感謝申し上げます。
調査にご協力いただきました学生諸氏に感謝申し上げます。
　［追記］
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